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国家的がん対策の背景  

・既存の知識技術だけでも、目的を達成  
（コントロール）するこ亭は可能  

・1／31ま予防可能  

・1／引手挿琴・鱒鱒で救命可能・携りlま治   

療・鱒和ケアでQOL向上可能  

・問題は如何に対藷として実行するか  

国家的がん対策プログラム  
（NationalCancerControIProgram）  

世界保健機関（WHO2002）  

世界にみるがん検診のシステム  
乳がん・子宮がんでの死亡率減少実現   

l■  ‥OrganizedScreenlng  

＝劇線型炭該対策型検診の理想的なもの，  

有効性の確立した検診 盾Lい鹿診  
がん検診ガイドライン  

徹底的に精度管理   盾Lぐ行をラ  

Call－reCa11system  点い受診率  

精度管理システム  質のよい炭診  

つ   



なぜ有効性の確立した検診と精度管理が必要か？  
－がん検診には必ず不利益（損失）がある  
利益  

0がん死亡の減少  

○がん患者QOLの向上  

○がん患者の医療費の削減  

○真陰性者の安心  真陽性  偽陽性   

偽陰性  真陰性   不利益  

⑳偽陰性者の治療の遅延  

0偽陽性者への不必要な検査  

0検診にともなう合併症  

⑳寿命に比べて臨床的に意味のないがんの診断治療   

広義の過剰診断  
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スクリーニング（検診）の原則  

♪〃〝〃鮎川王：無症状な健康人が対象   

PJ・f〃〃〃〃JJ（〃JJJ〃n〃・ビ   

（有害でないものを第一に：臨床上の原則）   

有効性が証明されていない検診は有害になりうる  

正しくやらなければ 有害になる  

検診規模  

・・l   





がん検診ガイドライン ＝アセスメント  

久道班「新たながん検診手法の有効性の評価」報告書  

（2001年3月）  

がん研究助成金「がん検診の適切な方法とその評価法の確立に関する  
研究」勤王 （主任研究者 祖父5工友孝）  

2005年3月  
「有効性評価に基づくがん検喜多ガイドライン作成手順（確定版）」  

「有効性評価に基づく大腸がん検診刀イドライン（確定版）」  

2006年3月  
「有効性評価に基づく胃がん検診ガイドライン」  

http：／／canscreen．ncc・gO．jp／  
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科学的に効果が確立され、不利益との  
バランスの上からも推奨されるがん検診  

ランク  

・細胞診による子宮頸がん検診  

．マンモグラフィーによる乳がん検診  

・便潜血検査による大腸がん検診  

・胃Ⅹ線検査による胃がん検診  

・非高危険群に対する胸部Ⅹ線検査、   
及び高危険群に対する胸部Ⅹ線検査と   

略癌細胞診併用法による肺がん検診  

Ⅰ－a  

I－a  

トa   

トb   

トb  

厚生省研究班（久道班）2001  

効果がまだ確認されていないがん検診  

・胃がん   ：内視鏡検査  

ペプシノーゲン法（研究中）  

・肺がん   ：低線量CT  （研究中）  

・前立腺がん：PSA検査  （研究中）  
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検診の有効性の根拠とされがちな指標  

早紡斉冴であ名  

・早期がんの割合が高い  

・検診発見がんの生存率が高い  

・がん発見率が高い  
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転帰  
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過剰診断によるbias（偏り）  

1「検診なし」の群 10万人  

100例のがんが発症  

50例が10年間に死亡   

10年間の死亡率＝50／100＝50％  

・「検診あり」の群 10万人  

200例のがんが発見  

50例が10年間に死亡  

10年間の死亡率＝50／200＝25％  

絶対死亡率  
＝50／10万人  

ll   



・早期発見原理の立場  

やる側は満足 受診者には利益なし  

検診をやる側の論理  

・エビデンスに基づいて  

受診者の利益（＞不利益）を追求  

受診者の立場に立った論理  
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世界にみるがん検診のシステム  
乳がん・子宮がんでの死亡率減少実現   

＝OrganizedScreenlng  

＝脚線診対策型検診の理想的なもの，  

有効性の確立した検診 居いl虜診  
がん検診ガイドライン  

徹底的に精度管理   盾Lぐ行をラ  

受診勧奨（Callィecall）システム点■い受診率  

対象者の定義と把握（網羅的名簿）  

対象者全員に均等に受診勧奨  

精度管理システム  ．穿のよい嵐診  

Qualityassurance（QA）：品質管理  

‖腎   



ヨーロッパ乳がん検診（国家プログラム）におけるQA  

一枝術に関するマネジメント  

Exten岨1con仕01s  
山ヱation YnX只苫   

1eva  Ⅹ線部門   ガイドライン 病理部門  
認定／立ち入り検査  認定／立ち入り検査  

務
 
 

義
 
 

National なし／なし  

European なし／義務  

Natiol－al なし／なし  

European なし／なし  

National あり／義務  

Nalional なし／なし  

NatlOnal あり／なし  

European なし／義務  

Finl；md   

FraれCe  

Iceland  

Luxembourg  

Netherlands  

Non用y  

Sweden  

United  
Kingdoln 

National   

Nalional   

National   

National   

NatlOnal   

NatlOnal   

National   

National  

No  なし／  

Varies  あり／′′  

No  あり／／／  

Mon仙y あり／′′  

4－6year あり／′′  

2／year  なし／／／  

2／）′ear   あり／なし  

2／year   なし／義務  

日本  ′′  なし   なし   

国家プログラムでは法的基盤や認定制がある  

National  あり／なし  

ム1月C〃α〃（蕗00ん20ロブ  
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マネジメントの手法一検診の品質管理  

QualityAssurance（QA）とわが国での実情  

・目標と標準の設定  △   

・品質と達成度のモニター一分析 不十分   

技術・機器  △  

過程（プロセス）  

結果（アウトカム）  

・改善の手段を講じる  × 欠如  

ex．フ′－〃ンヤシク丘ろスリ炭査  

わが国のがん検診マネジメント（事業評価）の現状  

・技術に関する精度管理＝ 関連学会中心   

■検査方法ガイドライン／マニュアル  

・認定制度（医師・技師）   

■乳がん：精度管理中央委員会  

・過程（プロセス）に関する精度管理  

・地域医掛老人保健事業報告＝モニター不十分  

分析なし  

フィードバックなし  
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受診者  
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事業評価（実施マネジメント）一国の役割  

・成人病検診管理指導協議会での活動についての情報   

提供を受け、国全体及び都道府県別のがん検診事業   
実施状況についての分析及び評価を行なう。  

・国立がんセンター等の協力の下、がん検診の有効性   
や事業評価に係る科学的知見の収集を行なう。  

t 事業評価が適切に実施できるよう、評価の具体的な実   
施方法も含めたマニュアル等を策定する。  

・各指標の達成すべき目標値を速やかに設定する。   

自治体間の正確な比較のため対象者数算定法等の   

標準化を進める。  
老人保健事業に基づく大腸がん検診の見直しについて－がん検診に関する検討会中間報告  
厚労省 H18．2月 から主旨抜粋  

都道府県の役割  乳がん検診及び子宮がん検診における事業評価の手法について一  
中間報告 厚労省 H17．2月、「健康診査管理指導等事業実施  
のための指針」の一部改正について 厚労省 H18＿3  

● 都道府県内の各市町村及び各検診実施機関の事業評価を行う。  

● 各指標について、以下の検証を行う。  

・全国数値との比較：都道府県全体としての事業評価  
市町村ごとの指標：市町村間での大きな帝離  
検診実施機関ごと：大きなばらつきがないか  

市町村や検診実施機関の間で大きなばらつきが生じている場合 問題の所在を究明   

● 精度管理上の問題が認められ、改善が見込まれない検診実施   

機関に対しては、検診実施機関とは認めない措置を講じる。  

● 説明会や個別指導等を通じて成人病検診管理指導協議会での   

検討結果を関係者に周知し、改善を求める。  

● 成人病検診管理指導協議会での検討結果を、ホームページに掲   

載する等の方法により積極的に住民に公表する。  
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市町村の役割   

●がん検診事業の実績を正確に把握し、都道府県に報告   

・検診実施機関に、実施体制や各種指標の報告を求め、検診実   
施機関ごとに整理した上で、都道府県に報告する。   

・受診率や精検受診率の向上のため、対象者に対して事業評   
価の結果を十分説明し、がん検診の信頼性を高める。   

・成人病検診管理指導協議会における事業評価の結果を踏まえ、   
実施体制等を改善する。   

・がん検診指針に準拠したがん検診が実施されるよう   

盾好を棚に委託する。  
「健康診査管理指導等事業実施のための指針」の一部改正について  
厚労省 H18．3  

検診実施機関の役割  

・検診実施機関   
がん検診指針に沿ってがん検診を適切に実施する。   

検査機器や実施担当者等につき市町村に正確に報告   

・精密検査実施機関・治療実施機関   
市町村及び検診実施機関の求めに応じ、精密検査の結果  
等の情報提供を行う。  

なお、地方公共団体等への精密検査の結果の情報提供は、  
法律（平成15年法律第57号）」におい  

得
 
 

情
ず
 
 

人
必
 
 

咽
て
 
 

る必要はないとされている  

「健康診査管理指導等事業実施のための指針」の一部改正について  
厚労省 H18．3  
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事業評価のための点検表（市町村用）  

1．検診対象者  はい いいえ   

対象者の網羅的な名簿を住民台帳などに基づ ロ ロ   

き作成しているか？  

2．受診歴の把握  ［コ  ［］  

3．要精検率の把握  ［コ  ［コ  

4．精検受診率の把握  ロ  ロ  

5．精密検査法および結果の把握  ［コ  ロ  

がん検診精度管理システム  

（市町村用）  
初期設定入力画面  

ファイル（旦）編纂哩〉 ホ示（少 おホ（こ入りく少 ツール四 ヘルプ（坦）  

しぶ戻る－  L・〕L或：】ノ∴検索 ■二臨に入りβ－ ∵∵㌧プ．4－．迫 二ゝ  
塑！そ竺 

▼】ん＿  ∵⊥登］htlp′／bc8hoヲl／gdn／Sell■鴨8盲P7   ・  －      ‾ ⊥   ■  ‾ ‾‾■‾‾‾■▲  ■‘▼  

初期設定入力  

ま⊆；よニj画血ゝ 室l霊遡」旦画康Lごゝ  

都道府県名：神奈川県 市町村名：横浜市  

平 17年度  
自治体名  状′兵市  

郵便番号   ：聖や旦t三（皿－】コ⊂【】）  

所在1也  1貴√兵市中区；蕾町1－「   

担当部署名   x：く＞く×  

担当者名  OOCO 

電話番号    D4与671コ121  

メールアドレス y址nharn噌Sh■h」C口什  

がん検診の種類豊緑演l  かん横路の権報の受持  

裏′トプわ「表〒されました   
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がん検診精度管理システム  

デ＿タ入力画面  （市町村用）  
－H■ry  

＝＝＝＝＝J フ→ル旧耶闘お佃…→・…〃咄      二二一一 
ヨ 

云豪  

†壬別（捜！多区分）を邁択して下ざし、．   

■、首長ニラ脹れょした  

数値目標による精度管理   

・目標値の設定  

．根拠に基づいた最終的な設定方法  
理想的な数値：ランダム化比較試験（RCT）などの  

データから算定  

（死亡率減少を観察した状況の再現）   

．次善の設定方法  
最良の結果を持つ地域の成績  

全国の成績の分布／平均値  
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EUのマンモグラフィの精度管理数値目標   

Europeanguidelinesfbrqualityassuranceinbreastcancerscreenlnganddiagnosis，  
4thed．2006  

精度管理（プロセス）指標  許容レベル  推奨レベル  

対象者中の受診率  

要精検率  

乳がん発見率   

検診外発見例の割合   

進行がん割合  

（stageⅡ以上）  

1011皿以下の浸潤がんの割合  

＞70％  ＞75％  

初回  ＜7％  ＜5％  

2回目以降  ＜5％  ＜3％   

初回  羅患率の3倍  それ以上  

羅患率の1．5倍  それ以上  

1年以内  羅患率の30％  それ以下  

1－2年  羅患率の50％  それ以下  

初回  ／  ＜30％  

2回目以降  25％  ＜25％  

初回  ／  ≧25％  

2回目以降  ≧25％  ≧30％  

羅患率：検診が実施されない場合の期待羅患率  

要精検率とがん発見率の都道府県比較  

（平成13－15年度）  

（平均・7．う）  

○t醸35  
S
N
 
 

12／47（25．5％）  

13東京都   

24三重県   

08茨城県  

12千葉県   

うぅ岡山県   
38愛媛県   

07福島県   

44大分県   

20長野県   

42長崎県   

27大阪府   

56徳島県   

¢】  

N
．
 
 

（
壱
畿
警
只
 
 

傲4：・  

● ∵  
●∴  

■ ● 一一  

一  －－－ ●●  

蹄ノぐ平均＝・〕・172）  

●」「、  

■一一一■一■  
〆一〆－－－■－－－  

こ＝＝∩2りと  

（P＝＝nn42J  

8  

要精検率（％）  
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検診等を受けなかった理由  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  

匁】らなかったから  

時間がとれなかったから  

場所が遠いから  

費用がかかるから  

検査等に不安があるから  

その時、医療機関に入通院していたから  

毎年受ける必要性を感じないから   

健康状態に自信があり、必要性を感じないから   

心配な時はいつでも医療機関を受診できるから  

結果が不安なため、受けたくないから  

めんどうだから  

その他  

不 詳  

出典：平成16年国民生活基礎調査（第4巻15表、複数回答）  

（注）がん検診のみではな〈、健診（健康診断や健康診査）や人間ドックを対象にした質問  
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今後の課題  

■  ＝OrganizedScreenlng   

＝勝敗診の確立  

有効性の確立した検診に限定  
ガイドラインの常設機関での定期的更新  

ガイドラインの周知・徹底  

徹底的に精度管理するシステムの構築  
Call－reCallsystem（受診勧奨システム）の構築  

対象者の網羅的名簿 対象者全員に受診勧奨   

精度管理シ 
元システム 数値目標  

立ち入り検査 法的基盤 情報公開  
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